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研究成果の概要（和文）：本研究は，特別養護老人ホーム（以下，特養）における看護実践能力尺度を開発し，
信頼性と妥当性を検討することを目的とした。概念分析，半構造化面接法で得られたデータを基に尺度項目を作
成し，表面・内容妥当性を検討した結果，特養における看護実践能力尺度原案を作成した。全国の特養194施設
の看護師603名を対象に無記名自記式質問紙調査を行い，基準関連妥当性の検討，内的一貫性と安定性を検討し
た。その結果、特養における看護実践能力尺度の信頼性および妥当性が確認された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop and evaluate the reliability and 
validity of a Nursing Competence Scale for use at Intensive Care Homes for the Elderly. Scale items 
which were selected based on the data obtained through concept analysis and semi-structural 
interviews underwent a review on their face validity and content validity, and 50 of them were 
included in the draft of evaluation of capability of nurses at special elderly nursing homes. A 
total of 603 nurses at 194 special elderly nursing homes nationwide answered an anonymous writing 
questionnaire and their answers went through item analysis, I-T correlation analysis and exploratory
 factor analysis. The analyzed results were studied in terms of criterion-related validity, 
known-groups validity, internal consistency and stability.The validity and reliability of the 
Nursing Competence Scale for use at Intensive Care Homes for the Elderly until were confirmed.　 

研究分野： 老年看護学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　特別養護老人ホーム(以下、特養）における看護実践能力尺度は、これまで看取りにおける看護実践能力や、
多職種連携に関するものはみられたが、看護実践能力全般を測定する尺度は開発されていなかった。研修にも参
加しづらい環境にある特養の看護師にとって、実践能力を測定する尺度の活用は、自己の能力を定期的に把握す
ることにつながる。また、自己評価は課題の明確化も可能とし、それにより自己研鑽への意欲へとつながる。
　また、尺度全体や下位尺度の点数をみることで自己評価ツールとして用いることができる。下位尺度の点数を
確認し，どの看護実践能力を強化する必要があるかを認識することで，研修を必要とする内容把握も可能であ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 介護保険制度における要介護者又は要支援者と認定された人のうち、65 歳以上の人は、平

成 24(2012)年度末で 545.7 万人となっており、平成 13(2001)年度末から 258 万人増加している
(内閣府,2014)。介護サービスの利用実態をみると、要介護 1～3の人は居宅サービスの利用が多
い一方、重度(要介護 5)の人は施設サービス利用が約半数である(内閣府,2014)。特別養護老人
ホーム(以下、特養)では医療依存度が高く認知症を有する割合が増加しているが、平成 27 年度
の介護保険制度の改正により要介護 3 以上の要介護者の入所が原則となり、これまで以上に看
護職の果たすべき役割は多様化している(堀田ら,2016)。 
一方、特養で勤務する看護職は入居者 100 名に対して 3名以上という基準で、さらに准看護師

の占める割合も高いことから十分な看護体制ではない。また病院とは異なり介護職の割合が多
いことや、医師が常時対応できる施設が少ないことから、唯一の医療職としての看護師の役割は
大きい。現在、平均年齢が 49.7 歳である特養の看護職においては(日本看護協会,2016)、成人看
護学の一部としての老年看護を学んでいる者が多く、高齢者施設の看護に習熟しているとは限
らないため、それぞれが不安を抱えつつ手探りでケアをしていることが推察される。そして、特
養の看護師の離職希望は 58.7％(日本看護協会,2013)と高く、大阪の特養で勤務する看護職の離
職率は 28.1％と介護職よりもその割合は高い。特養に入居する高齢者は、認知症高齢者が多い
ため体調の変化を他者に伝えることが出来ず、重度化することも多い。さらに高齢者は症状が非
定型性であり、看護職が普段の状態を知ることでその変化を察知できるようになると考えられ
るが、そのためには経験をもとにした知識が重要である。施設での看護職の定着率が低いことは、
知識の積み重ねが不十分となり、入居者へのケアの質にも影響することが予測される。 
 特養の看護師に対する研修は日本看護協会や全国老人福祉施設協議会、民間団体等で行われ
ているものの常勤人数等の体制面から参加しづらい現状がある。そのため、自己の看護実践能力
に対して不安を感じていても、学習する機会や実践を評価する機会は少ない状況にある。現在、
特養の看護師に関する看護実践内容については日本看護協会の「介護施設の看護実践ガイド」等
で示されている(日本看護協会,2013)が、介護施設全般で必要とする看護実践内容について網羅
しているため、特養での看護実践能力に特化した内容ではない。また、日本看護協会より高齢者
施設におけるクリニカルラダーが示され(日本看護協会,2016b)、高齢者施設における看護実践
に必要な能力を段階的に表現されているが、この内容も高齢者施設全般を示したものである。看
護実践能力尺度では国内では特養での看取り(大村ら,2016)や急性期病院での認知障害高齢者に
対する看護実践自己評価尺度(鈴木ら，2016)はみられるものの、特養の看護師に必要とされる全
般的な看護実践能力を測定する尺度はみあたらない。さらに国外においても、Bing-Jonson ら
(2015)が開発した尺度は地域で生活する高齢者を対象としており、特養における看護実践能力
に特化した内容ではない。 
特養は他の高齢者施設と比較して看護職の配置人数も少なく、入居者にとっては終の棲家であ
る場合も多い。そのため、特養の特徴を踏まえた固有の看護実践能力が存在すると考えられ、こ
れを明確にした測定できる看護実践能力尺度が必要である。看護実践能力尺度を活用した定期
的な評価によって、特養での看護実践における課題を明確にできるとともに自己効力感を高め、
自己の看護実践能力の向上に向けた学習に対する内発的動機づけ(鹿毛,2013)につながる。さら
に内発的に動機づけられた行為は自律性を高めることから(鹿毛，1994)、看護師は高いモチベー
ションを維持してケアに取り組むことができると考える。そのため、尺度開発することで特養に
おける看護師の学習やケアに対する意欲を高めるとともに、ケアの質の向上に寄与できると考
える。 
 
２．研究の目的 
1）特養における看護実践能力についての概念分析をもとに、熟練看護師への面接調査の結果を
質的に分析し、尺度項目を作成することで現状に即した尺度原案を作成する。 

2）全国の特養の看護師に対する調査により信頼性と妥当性を検討することで、汎用性のある尺
度開発を行う。 

3）開発した尺度を用いて、全国の特養の看護師に対する調査を行い、特養における看護実践能
力に影響する因子を検討する。 

 
３．研究の方法 
1）特養における看護実践能力の概念分析を行う。 
Walker&Avant(2011)による概念分析の方法に則って行った。選択した概念の特性を検討するた

めに、言語辞典や看護学の辞典、関連する書籍、高齢者ケアに関する報告書や研究論文をもとに
分析を行った。 
2）特養における看護実践の特性を明確化する。 
①研究デザイン  
 質的帰納的研究 
②対象者 
関連学会の学術集会、学会誌、専門雑誌等において特養の看護実践に関する研究や、実践報告

等を発表している看護師で、特養での経験年数５年以上の者 15名程度とする。 
③データ収集法 



 面接ガイドラインを用いた半構造化面接を行う。面接は一人一回とし、時間は 60 分程度とし
た。面接は研究参加者の都合の良い日時にプライバシーが保護される個室において実施し、研究
参加者の同意を得て面接内容の録音を行った。 
調査内容は、文献検討により明らかにした構成概念をもとに、特養での看護実践とその動機な

どについて聞いた。また、所属施設のケア体制(特養の種別、入居者数など)、研究参加者の属性
(性別、年代、資格、経験年数など)についても聞いた。 
④分析方法 
 逐語録を分析データとし、とりわけ特養において特別の性質をもつと思われる箇所に着目し、
その看護実践の内容と目的や意図等が表現されている箇所を抽出した。次に抽出した文章の意
味内容が分かるようにコード化し、それらの類似性と相違性に着目して整理した。分析について
は、指導教員のスーパーバイズを得ながらすすめた。また、研究参加者に面接調査後まとめた内
容を確認してもらうことで、メンバーチェッキングを行い真実性の確認をした。 
3）尺度項目を作成する。 
4）特養における看護実践能力尺度の表面妥当性・内容妥当性の検討を行う。 
①対象者 
学会誌・ 専門雑誌等において特養での看護についての実践報告を行っている看護師 20 名を

対象とした。 
②データ収集方法 
学会誌・ 専門雑誌等において特養における看護についての実践報告を行っている看護師を抽

出し、記載されている連絡先に依頼文書を送付した。調査票へ記入後、無記名で返信用封筒にて
研究者宛てに返送してもらった。 
調査内容は、看護師の属性(年齢、性別、保有資格、看護経験年数、特養での経験年数)、項目

の表現が適切か、追加・削除項目があるかについてである。 
④分析方法 
自由記載の内容を反映させて検討し、項目の表現や重複、不足等を修正した。 

5）特養における看護実践能力尺度の内容妥当性指数を用いた検討を行う。 
①対象者 
学会誌・ 専門雑誌等において特養における看護についての実践報告を行っている看護師 

（ただし、本研究 1の対象者は除く）および尺度開発に精通した老年看護学研究者を便宜的に抽
出した 14名を対象とした。 
②データ収集方法 
学会誌・ 専門雑誌等において特養における看護についての実践報告を行っている者を抽 

出し、記載されている連絡先に依頼文書を送付する。調査票へ記入後、無記名で返信用封筒にて
研究者宛てに返送してもらった。 
調査内容は、看護師の属性(年齢、性別、保有資格、看護経験年数、特養での経験年数)、研究

者の属性(年齢、性別、研究歴、職種)、構成概念の内容と尺度原案の項目の関連については、4 
段階で評価する内容妥当性指数(Item-Content Validity Index;以下、I-CVI) を用い、1 ：関連
がない、2 ：あまり関連がない、3 ：やや関連がある、4 ：かなり関連がある、とした。 
④分析方法 
I-CVI は、3：やや関連がある、または 4：かなり関連がある、と評定された項目の比率をみ

るため、I-CVI 得点が 0.80 以上の項目を適切な内容妥当性があるとし、0.80 未満の項目は削除
した(Polit et al.,2006)。 
⑤倫理的配慮 
対象者に対して、研究の目的、調査の概要、研究参加の任意性、匿名性の保持等を明記した依

頼文書を添付し、調査票の返送をもって同意を得られたものとした。なお、大阪府立大学大学院
看護学研究科研究倫理委員会の承認を得た後実施した（申請番号：29-35）。 
6）特養における看護実践能力尺度の信頼性・妥当性の検討を行う。 
①対象者 
厚生労働省ホームページ介護事業所・生活関連情報検索に掲載されている特養から比例 

層化抽出法により抽出した 2000 施設の看護管理者、施設長に調査依頼を行った結果、研究協力
の同意が得られた 194 施設の看護師 603 名を調査対象者とした。 
②データ収集方法 
郵送法による無記名自記式質問紙調査を行った。厚生労働省ホームページ介護事業所・生活関

連情報検索に掲載されている特養から比例層化抽出法により抽出した 2000 施設の看護管理者、
施設長に対して、研究目的、調査の概要等を明記した依頼文書を送付し、研究協力の承諾が得ら
れた 194 施設の看護師 603 名に依頼文書を送付した。 
 調査内容は、対象者の属性（年代、性別、特養での職位、研修への参加の有無）と特養 
における看護実践能力尺度原案、CNCSS、特養での看取りの看護実践能力尺度、ITA 評 
価尺度であった。 

中山ら(2010)の開発した看護実践能力自己評価尺度(Clinical Nursing Competence Self-
assessment；以下、CNCSS）は、は 64 項目からなり、【看護の基本に関する実践 

能力】【健康レベルに対応した援助の展開能力】【ケア環境とチーム体制の調整能力】【看護実践
のなかで研鑽する能力】の 4つの概念で構成されている。各質問項目については、「実施の頻度」



と「達成の程度」の 2つの側面からの測定が可能であるが、どちらか一方を測定することも可能
であり、今回は「実施の頻度」のみを測定した。尺度の回答方式は、実施の頻度については「ま
ったく行っていない：1」～「いつも行っている：4」の 4段階のリッカート尺度である。また、
CNCSS は尺度開発の取り組みから 5年かけて継続的に信頼性・妥当性が確認されている。 
大村ら(2016)の開発した特養での看取りの看護実践能力の尺度は、高齢者が生活の場である

施設において、苦痛のない穏やかな臨終を迎えるための看護職の全人的な看護実践能力の獲得
度を測定する尺度である。特養での看取りの看護実践能力の尺度の信頼性・妥当性は確認されて
いる。この尺度は 21項目からなり、【看取り後の振り返り】【入居者本位に沿った医療管理】【安
寧な臨終に向かう協働】【予測準備的マネジメント】【その人らしい最期へのケア】の 5つの概念
で構成されている。尺度の回答形式は、「できていない：1」～「十分できている：4」までの 4段
階のリッカート尺度であり、尺度の信頼性・妥当性は確認されている。 
学際的チームアプローチ実践評価尺度(Interdisciplinary team approach 評価尺度； 

以下、ITA 評価尺度)は、組織全体のチームアプローチの実践状況の自己評価を可能とする(杉本
ら,2011)。ITA 評価尺度は 32 項目からなり、【組織構造の柔軟さ】、【ケアのプロセスと実践度】、
【メンバーの凝集性と能力】の 3 つの概念で構成されている。尺度の回答形式は、「全くそう思
わない：0」～「とてもそう思う：3」までの 4段階のリッカート尺度であり、尺度の信頼性・妥
当性は確認されている。 
③分析方法 

各変数の基本統計量を算出し、有効回答率を確認した後、天井効果・床効果の分析、項 
目間相関、I-T 相関分析を行った。探索的因子分析は最尤法、プロマックス回転を行い、因子負
荷量、共通性を総合的に判断して項目を除外した。本研究では､0.4 以上の因子負荷量を示す項
目群が当該因子を測定する下位尺度とした。 

基準関連妥当性の検討では、特養における看護実践能力尺度は CNCSS、特養における看 
取りの看護実践能力尺度、ITA 評価尺度と関連があるという仮説の下に用いて、相関係数を算出
して検討した。内的一貫性の確認のため、尺度全体と各因子の Cronbach’s α係数を算出し検
討した。安定性の検討では、再テスト法を行い得点の比較をする。１回目の調査の４週間後に、
同一の対象にテストを行い、尺度全体および下位尺度間の相関係数を算出した。 
 解析には SPSS Statistics ver.25 を使用した。分析において有意水準は 5％とした。 
7）開発した特養における看護実践能力尺度に影響を及ぼす因子を検討する。 
①対象者 
厚生労働省ホームページ介護事業所・生活関連情報検索に掲載されている特養から比例 

層化抽出法により抽出した 300 施設の看護管理者、施設長に調査依頼を行った結果、研究協力の
同意が得られた看護師 158 名を調査対象者とした。 
②調査方法 
郵送法よる無記名の自記式質問紙調査を行った。 
調査内容は、特養における看護実践能力尺度、看護師の属性(年齢、性別、看護経験年数、特

養での経験年数)、研修への参加の有無、職場環境であった。 
③分析方法 
各項目について記述統計を行った。特養における看護実践能力尺度と属性、研修の有無等につ

いて比較分析を行った。 
④倫理的配慮 

対象者に対して、研究の目的、調査の概要、研究参加の任意性、匿名性の保持等を明記 
した依頼文書を添付し、調査票の返送をもって同意を得られたものとした。なお、神戸女子大学
人間を対象とする研究倫理委員会の承認を得た後実施した。 
 
４．研究成果 
 特養における看護実践能力の概念分析では属性として、【入居者・家族との関係性を築く】 
【入居者の思いや状態を的確にとらえる】など 8つの概念が導き出された。 

特養における看護実践の特性の明確化では、【入居者との関係性を構築する】など 7の大カ 
テゴリーと 51の小カテゴリ、137 のカテゴリが抽出された。これらの結果をもとに尺度原案を
作成した。結果、7の下位概念と、51の項目を作成した。 
 特養における看護実践能力尺度の表面妥当性・内容妥当性の検討した結果、32項目の文言を 
修正し、【日常生活の延長線上にある看取りを実現する】、【介護職をサポートする】では各 1項 
目削除し、【日常生活の延長線上にある看取りを実現する】では 1項目追加した結果、51項目か 
ら 50 項目となった。 
 特養における看護実践能力尺度の内容妥当性指数（I-CVI）を用いた検討を行い、尺度原案の 
50 項目のうち 9項目は 0.9、1項目が 0.8 で、それ以外は 1.0 であった。そのため、項目すべて 
をそのまま採用した。以上のプロセスから特養における看護実践能力尺度の表面妥当性・内容妥 
当性を確認できたと考える。 
 特養における看護実践能力尺度の信頼性・妥当性の検討を行った。全国の特養の看護師を対象 
に自記式質問紙調査を行い、項目分析、構成概念妥当性の検討、内的整合性の検討、基準関連妥 
当性の検討、安定性の検討を行った。項目分析の結果、10項目を削除し 50 項目を探索的因子分 
析の対象項目として行い、【その人らしい生活を支える力】など 4因子 35 項目で構成される尺度 



を作成した。内的整合性は、Cronbach’sα係数が尺度全体で 0.959、各因子で 0.883～0.946 で 
あった。基準関連妥当性は、いずれも有意な正の相関を示した(p<0.01)。既知グループ法では、 
年代・職位・研修の有無について比較した結果、職位では看護管理職が、研修では研修ありの方 
が有意に点数は高かった(p<0.01)。安定性は再テスト法を行い、1 回目と 2 回目の合計得点の 
間でρ=0.789、各因子ではρ＝0.544～0.801 の有意な相関がみられた(p<0.01)。 
 特養における看護師の看護実践能力に影響する要因の検討では、看護師の特性として、年代は
50 歳代が 46.8％で一番多く、性別では男性が 3.8％、女性が 96.2％であった。看護師の経験年
数は平均 25.2 年（標準偏差 10.1）であった。高齢者施設での経験年数は平均 10.4 年（標準偏
差 6.48）であった。また、現在の施設での経験年数は平均 7.5 年（標準偏差 6.26）であった。
職位は、施設全体の責任者は 1.9％、看護・介護職の責任者は 11.5％、看護職の責任者は 35.3％、
スタッフは 49.4％であった。施設外の研修では参加している人が 71.8％、参加していない人
28.2％がであった。また、施設外研修の 1年間の参加回数では、最小 1回、最大 10 回で、平均
2.37（標準偏差 1.75）であった。一元配置分散分析の結果、特養における看護実践能力と職位
では、看護職の責任者はスタッフよりも点数が有意に高かった。看護師の経験年数と看護実践能
力は相関はみられなかったが、高齢者施設における経験年数と現在の施設での経験年数では、特
養における看護実践能力との間に相関がみられた。研修では、施設外での研修に参加している看
護師は特養における看護実践能力が有意に高かった。 
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